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平成２５年度
国公私立大学附属病院医療安全セミナー
日 時：５月９日（木）10:10～10:40
場 所：日経ホール（東京都千代田区）

医療人養成のための取り組み

高等教育局医学教育課高等教育局医学教育課

本日の内容

1. 医療人養成の現状と課題

2. 地域の医師確保対策２０１２

3. 平成２５年度 国公私立大学関係予算度 算
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１．医療人養成の現状と課題

2

医学教育改善・充実の方向性

○ 基本的な診療能力の確実な習得とそれらの評価

○ 各大学の設立の理念や特色に応じた診療参加型

臨床実習の充実

○ 国際的な質保証の要請への対応

○ 地域で求められる医療人材の養成（総合的な診療

能力の養成 院外実習など地域と連携した医学教育）能力の養成、院外実習など地域と連携した医学教育）

○ 研究医養成のための教育プログラムの充実
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医学・歯学教育に係るカリキュラムの改善に向けて医学・歯学教育に係るカリキュラムの改善に向けて
～「医学教育カリキュラム検討会」及び「歯学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議」

における検討結果を受けて～

○「医学教育モデル・コア・カリキュラム」「歯学教育モデル・コア・カリキュラム」の策定
→ 学生が卒業までに最低限履修すべき教育内容をまとめた医学・歯学教育の指針

（H13.3策定、H19.12一部改訂）

１．これまでの取組１．これまでの取組

○ 共用試験の実施（ＣＢＴ(知識)、ＯＳＣＥ(技能)）
（実施主体：(社)医療系大学間共用試験実施評価機構）

→ 学生が臨床実習開始前に備えるべき能力を測定する共通の標準的評価試験
（Ｈ14.4～試行、H17.4～正式実施）

○ 医学教育カリキュラム検討会（Ｈ21.2～）

２．今後の取組２．今後の取組

（１）検討内容（１）検討内容

4

「臨床研修制度の見直し等を踏まえた医学教育の改善について」(Ｈ21.5）

（今後検討すべき事項）
①臨床実習の系統的・体系的な充実 ②地域の医療を担う意欲・使命感の向上
③研究マインドの涵養 ④臨床実習等に係る評価システムの確立 等

医学教育モデル・コア・カリキュラム改訂に反映

医師養成の改善・充実の方向性
課題

（H23.12全国医学部長病院長会議グランドデザインより）
文部科学省等における取組 効果・達成目標

⑤「診療参加型臨床実習の充実に向けての提言」をとりまとめ
（H24.3 先導的大学改革推進委託事業）

⑥「グロ バルな医学教育認証に対応した診療参加型臨床実

卒
業
前
の
課
題

１．入学者選抜
・各大学のミッションの再設定、ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝﾎﾟﾘｼｰ等の公表
・地域枠の効果の検証 等

３．臨床実習
・診療参加型臨床実習の充実、Advanced OSCEの導入
・地域基盤型教育の導入による多様な疾患等の学習等

２．臨床実習前教育
・人間教育、リサーチマインド形成等のための教育充実
・共用試験合格者を「資格」として認定 等

①国立大学医学部のミッションの再定義（H24年度）

②地域枠出身医師等の進路調査（全国地域医療教育協議会
にて検討中）への協力

・大学自らの能力評価を通じた
医師国家試験の合理化

③医学教育モデル・コア・カリキュラムの改訂（H23.3）

④全国医学部長病院長会議における「スチューデントドクター
制」の検討（H25.4導入予定）

・優れた入学者の確保
・社会の期待に応える優れた医
師の養成
・真の診療参加型臨床実習の
実施（時間数、内容とも）

⑨「医学・医療の高度化の基盤を担う基礎研究医の養成」事
業（H24年度～）

⑧「がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン」事業（H24年
度～）

⑦「大学病院間の相互連携による優れた専門医の養成」事業
（H20～24年度）

⑥「グローバルな医学教育認証に対応した診療参加型臨床実
習の充実」事業（H24年度～）

卒
業
後
の
課
題

４．医師国家試験の改革
・知識偏重試験のため、６年次後半が予備校化 等

８．生涯教育
・学部教育、卒後を一貫した医師養成プログラムの提供

７．医学研究の振興と大学院の充実
・MD研究者養成プログラムの構築、指導体制の確立等

６．高度専門医療人の養成
・大学をローテートするプログラムの構築 等

５．初期臨床研修
・卒前教育と卒後研修の到達目標の精査
・医学研究者（特に基礎）を養成する視点の欠如 等

⑩「超高齢社会及びメディカル・イノベーションに対応した医療
人養成事業」（H25年度概算要求事項）

・卒前実習の充実による
基本診療能力向上に基づく
初期臨床研修の合理化

・イノベーション創出を担う基礎
研究医、臨床研究医の養成

・大学と地域医療機関等の連
携による優れた総合診療医等
養成

・高度医療を担う専門医療人の
養成

⑫「医学・歯学教育の認証制度の実施」事業（H24年度～）

⑮「大学病院における医療支援人材確保事業」（医師事務作
業補助者、地域・へき地医療支援人材の雇用等）（ H21年度
～）

⑯「チーム医療推進のための大学病院職員の人材養成シス
テムの構築」事業（ H23年度～）

⑬医学部入学定員の増員（ H20年度～）
⑭定員増に伴う教育環境の整備に対する支援（H20～）

卒
業
前
・
後
に
ま
た
が
る
課
題

12．教育環境の整備
・定員増に見合う教員と設備の充実 等

11．キャリア・ディベロップメント等
・キャリア教育の構築、医師全体の過重労働の軽減 等

10．医学教育の分野別認証
・卒前医学教育に特化した評価システムの構築 等

９．総合診療及び救急医療の教育充実
・総合診療部門の充実
・救急医療、産科、小児科等の活力向上 等 ・世界基準の医学教育評価シ

ステムの構築

の養成

13．医師の地域偏在と診療科偏在の解消
・増員した定員の維持
・地域単位で医師の養成を図る仕組みの構築 等

⑪「周産期医療に関わる専門的スタッフの養成」事業（H21年
度～）

・地域の医療ニーズに対応した
人材養成による、医師の地域
偏在、診療科偏在の解消への
貢献

チーム医療・役割分担の推進
や女性医師の活躍支援等によ
る医師全体の過重労働の軽減5
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○学生が卒業時までに身に付けておくべき、必須の実践的診療能力（知識・技能・態度）に関する到達目標を明確化
○履修時間数（単位数）の３分の２程度を目安としたもの （残り３分の１程度は各大学が特色ある独自の選択的なカリキュラムを実施）

○冒頭に「医師として求められる基本的な資質」を記載、患者中心の医療および医療の安全性確保も明記

○医学の基礎となる基礎科学については、別途「準備教育モデル・コア・カリキュラム」として記載

医学教育モデル・コア・カリキュラム（H13.3策定、H19.12、H23.3改訂） （概要）

教養教育
選択的なカリキュラム（学生の履修時間数 (単位数）の３分の１程度）
※各大学が理念に照らして設置する独自のもの（学生が自主的に選択できるプログラムを含む）

医
師

医
師

個体の構成と機能 病因と病態

個体の反応
Ｄ 人体各器官の

正常構造と機能､

病態､診断､治療

Ｅ 全身におよぶ

生理的変化 病態

Ｆ 診療の基本

症状・病態からのｱﾌﾟﾛｰﾁ

Ｃ 医学一般

（学生の履修時間数（単位数）の３分の２程度）

医医 師師 とと しし てて 求求 めめ らら れれ るる 基基 本本 的的 なな 資資 質質

Ｃ
Ｂ
Ｔ(

知
識)

・
Ｏ

臨
床
実
習
開
始
前

Ｃ
Ｂ
Ｔ(

知
識)

・
Ｏ

臨
床
実
習
開
始
前

人
文
・
社
会
科
学
・
数
学

Ｇ

臨
床
実
習

診察の基本

診療科臨床実習
（内科系 外科系 救急医療）

診察法

基本的診療手技

物理現象と
物質の科学

情報の科学

生命現象の科学(再掲)

生命現象
の科学

師
国
家
試
験

師
国
家
試
験

生理的変化､病態､

診断､治療 基本的診療技能

症状 病態からのｱﾌ ﾛ ﾁ

基本的診療知識

課題探求・解決と学習の在り方

医の原則

コミュニケーションとチーム医療

医療における安全性確保Ａ 基本事項

社会・環境と健康Ｂ 医学・医療と社会 地域医療 疫学と予防医学

生活習慣と疾病 保健、医療、福祉と介護の制度 診療情報 臨床研究と医療死と法

Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｅ(

技
能
・
態
度)

前
の
「
共
用
試
験
」

Ｓ
Ｃ
Ｅ(

技
能
・
態
度)

前
の
「
共
用
試
験
」

・
語
学
教
育
な
ど

（内科系、外科系、救急医療）

地域医療臨床実習
人の行動

と心理

6
6

①基本的診療能力の確実な習得
臨床実習終了時までに到達すべき総合的な診療能力の基礎としての、知識、技能、態度に関

する目標を明確化。

②地域の医療を担う意欲・使命感の向上
地域医療に関して、入学時から段階的・有機的に関連づけて実施することに効果的に体験を

蓄積していくことが必要であることを記載

平成２２年度医学教育モデル・コア・カリキュラム改訂のポイント

蓄積していくことが必要であることを記載。

③基礎と臨床の有機的連携による研究マインドの涵養
「A 基本事項」に「医学研究への志向の涵養」に係る項目を新設。

④社会的ニーズへの対応
医療安全（患者および医療従事者の安全性確保）の観点、患者中心のチーム医療（医療分野

における多職種連携）の観点
その他（少子高齢化 男女共同参画の促進）へ対応する観点から 記載を充実その他（少子高齢化、男女共同参画の促進）へ対応する観点から、記載を充実。

⑤大学、学会等へ期待する事項
・卒前の研究室配属などの学生時代から医学研究への志向を涵養する教育や、医療関係者以
外の方の声を聴くなどの授業方法の工夫など、各大学における特色ある取組の実施。
・より効果的な医学教育方法の確立に向けた、学会等における具体の教育手法や教材開発。
・基本的臨床能力の習得のため、各大学・大学病院が、臨床実習に参加する学生の適性と質を
保証し、患者の安全とプライバシー保護に十分配慮した上で、診療参加型臨床実習の一層の
充実。
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１ 医師国家試験においても 臨床実習の成果を測る方向

○医学教育は、診療参加型臨床実習の充実を進めていく方向

医学教育モデル・コア・カリキュラム改訂後の次のステップ

１．医師国家試験においても、臨床実習の成果を測る方向
での改善が一層促進されることを期待。

２．臨床研修をより充実していくためにも、臨床研修と臨
床実習との連続性を重視していくことが重要。

３．臨床研修修了後の医師のキャリア形成を支援していく
ためにも、臨床研修病院、地域の医療関係者、行政と大
学との積極的な連携を期待。

8

昨年度の状況と比較して、９割以上の大学が診
療参加型臨床実習の内容についての改善・充
実を実施または検討中。

◆昨年度からの改善の状況 診療参加型臨床実習の昨年度からの改善状況
（医学）

38

37

4 1

現在・改善につい

特に何も行ってい
ない
4学部　5%

未回答
1学部　1%

既に改善・充実を
行 た点がある

平成２４年度 診療参加型臨床実習の充実の状況

◆改善の状況

【教育内容・方法に関する改善】 【評価に関する改善】

29 20

0 10 20 30 40 50 60 70 80

臨床実習プログラムの取りまとめを
行う担当教員の配置

実施

0 10 20 30 40 50 60 70

より効果的な

現在 改善につい
ての検討を行って
いる
37学部　46%

行った点がある
38学部　48%

具体的には、診療参加型で行う実習時間数の増加のほか、学内ＦＤの充実や、臨床実習プログラム担当者の
配置などの改善や、臨床実習後のOSCEの導入・活用などに取り組んでいる大学が多い。

8

36

27

20

24

20

19

44

行う担当教員の配置

初期臨床研修医による学生の
臨床実習への関わり

学内FDの充実

学生によるカルテ記載の拡大

診療参加型で行う臨床実習の
実施時間数等の増加

実施

検討中

27

9

36

13

31

17

22

26

より効果的な
学生の評価方法の導入

看護師などの多職種や、患者及び
その家族による学生の評価の導入

臨床実習終了後のOSCE導入や、
卒業・進級要件化など

「経験と評価の記録」に類する
臨床実習評価方法の導入

実施

検討中

文部科学省「平成２４年度医学・歯学教育指導者ワークショップ」参加者アンケートより
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診療参加型臨床実習の充実に向けての取組

○ 平成23年度 文部科学省 先導的大学改革推進委託事業（医学チーム
代表者；北村 聖教授（東京大学））において、以下の調査研究を行い、
その成果を各大学医学部に提示。

▽ 診療参加型臨床実習の充実に向けての提言

①「地域医療臨床実習」の学習内容の新設（モデル・コア・カリキュラム改訂）

▽ 診療参加型臨床実習等における経験と評価の記録（例示）

②患者の理解と同意を得るための取組（学生の診療技能の修得に関する証明書の発行など）

③侵襲的医行為等に関するプロセス（診療技能の確保、患者への説明と同意等）の徹底

④個人情報に関する学習や指導の徹底

⑤全学的な実施体制(診療科横断的な体制、統括責任者・実習委員会の設置など）

⑥学外の医療機関での実習の推進（臨床教授の活用など）

⑦実習終了時、卒業時の評価・指導の充実（到達目標等の明確化、advanced OSCEの実施など）

▽ ＤＶＤ映像で見る診療参加型臨床実習とは ほ か

→ 診療参加型臨床実習の一つのモデルの開発や、評価手法の開発に
より、臨床実習の充実を推進。

○ 平成24年度も引き続き臨床実習の充実を促進
本年度は、高齢社会に対応した医学教育の在り方に関しての調査
研究を実施する予定。 10

◆米国ECFMGからの通告

2023 （H35）年より、米国の医師国家試験については、アメリカ医科大学協会（ＡＡＭＣ）、または
世界医学教育連盟（ＷＦＭＥ：ＷＨＯの下部組織）の基準により認証を受けた医学部卒業生以外の

国際的な質保証への対応 米国ＥＣＦＭＧからの通告

今後、世界で活躍できる医師養成のためには、我が国の医学教育が、国際標準を満たして
いるという評価を受ける必要が出ている。

世界医学教育連盟（ＷＦＭＥ：ＷＨＯの下部組織）の基準により認証を受けた医学部卒業生以外の
受験を認めない旨を高等教育評価機構など日本の複数の認証評価機関に通知（2010年9月）。

YEAR
Japanese
Citizens*

Graduates of
Japanese
Medical
Schools

2000 30 31
2001 37 37
2002 33 30
2003 68 65

○受験者数の推移※ ECFMG（Educational Commission for Foreign Medical 
Graduates)

米国外の医学部卒業生に対して、米国医師国家試験（USMLE 
STEP1,STEP2）の受験資格を審査するＮＧＯ団体

※ WFME global standard

WFMEはWHO関連機関である医学教育NGO。

2003年に医科大学評価基準としてグローバルスタンダードを策定。

2004 36 35
2005 81 83
2006 78 76
2007 66 67
2008 55 56
2009 72 68
2010 69 63

◆認証制度発足に向けて、全国医学部病院長会議がH23.9に「医学
部・医科大学の教育評価に関わる検討会」を設置

◆グローバルスタンダードで認証された日本の医学部はない。かつ
日本では医学の分野別評価はまだ導入されていない。

11
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大学改革推進等補助金｢医学・歯学教育認証制度等の実施｣事業①

日本の医学部・歯学部が国際標準の教育を実施していることを証明すると
ともに、国際標準を超えるグローバルかつ優れた医師・歯科医師を養成する
ため、日本における国際標準の医学・歯学教育認証制度等の基盤を構築す

事業の目的

分野 大学名 連携大学 プログラム名称

学
東京医科

千葉大学
東京大学
新潟大学

国際基準に対応した医学教育認証制度

ることを目的として実施（H24～28予定）。

選定大学

医学
東京医科
歯科大学

新潟大学
東京慈恵会医科大学
東京女子医科大学

国際基準に対応した医学教育認証制度
の確立

歯学
東京医科
歯科大学

新潟大学

九州歯科大学

東京歯科大学

大阪歯科大学

歯学教育認証制度等の実施に関する
調査研究

12

H24.7
世界医学教育連盟(WFME)グローバルスタンダード準拠
医学教育分野別評価基準日本版作成（日本医学教育学会）

大学改革推進等補助金｢医学・歯学教育認証制度等の実施｣事業②

２４年度の主な取組状況（医学）

医学教育分野別評価基準日本版作成（日本医学教育学会）

H24.10.29～11.2
東京女子医科大学グローバルスタンダードによる国際外部評価

H24.11.29
第１回医学教育の質保証検討委員会開催（全国医学部長病院長会議）第１回医学教育の質保証検討委員会開催（全国医学部長病院長会議）

①認証GP進捗状況報告 ②東京女子医大外部評価報告
③台湾、韓国認証制度報告
④今後の方針、日本医学教育認証評議会(JACME)設立について

H25.2.22
公開ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｢国際基準に対応した医学教育認証制度の確立｣開催 13
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地域で求められる医療人材の養成① 総合的な診療能力

◆地方公共団体からの要望の例

要望者 要望内容・事項 ○独立した科目としてプライマリ・ケアについて
授業行 ているか

◆大学における教育

・地域医療において、総合的な診療能力を持つ医師（総合医）の必要性を指摘する声が上がっている。
・半数程度の大学が、プライマリ・ケアについて独立した科目として授業を実施。

北海道東北
地方知事会

総合医の制度化及び養成

茨城県

地域での中核病院では、内科一般、小児
科、救急等にわたる総合的な診療能力を
有する医師が求められていることから、この
ような医師の育成と病院への配置について、
具体的な方策を講じること

愛知県議会 総合医の制度化・育成

兵庫県

大学医学部へき地医療分野における総合
診療への支援及び医学部学生へのへき地
実習の奨励

授業行っているか

行ってい
る（選択必

行ってい
ない, 34大
学, 44%

行ってい

行ってい
る（必修）,
38大学,
48%

実習の奨励

島根県

地域医療に求められている、総合的に患者
を診る能力を養成するため、教育体制の強
化を図ること

愛媛県

国立大学等医学部において総合医を育成
するための一貫した教育プログラムを導入
すること

宮崎県議会 「総合医」の育成

※平成２１年４月～２４年６月３０日までの間に文部科学省に対して要望書
等があったものを整理

修）, 3大
学, 4%

行
る（選択）,
3大学, 4%

「平成23年度医学教育カリキュラムの現状」
（全国医学部長病院長会議）より

※プライマリ・ケア：

専門とする分野にかかわらず、一般的な診療において頻繁に
関わる負傷又は疾病に適切に対応できること

14

地域の病院内に大学の教育拠点（センター）を置くことにより、学生・研修医の臨床教育の充実と、地域医療
支援の両立を図る取組が行われている。

筑波大学 水戸地域医療教育センター ～大学と民間病院の連携～

• 民間病院である水戸共同病院（ＪＡ茨城県厚生連）内に大学のサテライトキャンパ
水戸共同病院

地域で求められる医療人材の養成② 大学と地域医療機関との連携

教員(医師）、学生・研修医を配置

地域医療
教育センター

滋賀医科大学＋国立病院機構滋賀病院 ～大学と国立病院、県の連携～

民間病院である水戸共同病院（ＪＡ茨城県厚生連）内に大学のサテライトキャンパ
スを設置。

• 同大学の教員（常勤医）２１名を置き、病院と連携して地域医療に従事。

• 大学病院だけでは難しい、総合診療や１次２次救急など、医学生・研修医の実践
的な教育を行い、幅広い総合的な診療能力を持つ医師養成（イチロー型総合診療医）を
目指す。 （Ｈ２１開設～）

筑波大学

• 国立病院機構滋賀病院に新設される東近江総合医療センター（仮称）内に、
大学の総合内科学講座と総合外科学講座を設置。
（滋賀県による寄附講座）

• 大学から同病院への教員（医師）の派遣により、地域医療の再生と学生の
臨床教育の充実の両方をねらいとしている。（Ｈ２５開設予定）

15
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歯学・看護・薬学教育の改善・充実

16

○全ての歯学部学生が卒業時までに共通して修得すべき必須の基本となる教育内容（一般目標）と到達目標を明記

○学生の履修時間数（単位数）の概ね６割程度を目安としたもの （残り４割程度には各大学が特色ある選択制カリキュラムを実施）

○冒頭に「歯科医師として求められる基本的な資質」を記載、患者中心の医療および医療の安全性確保も明記

○歯学の基礎となる基礎科学については、別途「準備教育モデル・コア・カリキュラム」として記載

歯学教育モデル・コア・カリキュラム（H13.3策定、H19.12、H23.3一部改訂） （概要）

教養教育
選 択 的な カ リ キ ュ ラ ム（学生の履修時間数（単位数）の概ね４割程度）

※各大学が理念に照らして設置する独自のもの(学生が自主的に選択できるプログラムを含む）

C１ 生命の
分子的基盤

C ２ 人体の
構造と機能

C 病因と病態

E１ 診療の基本
C 生命科学

臨
床

医療面接・診察
画像検査

臨
床

物理現象と
物質の科学 E２ 口唇・ 口腔・

頭蓋・顎顔面領域
の常態と疾患

C３ 感染と免疫
歯
科

歯
科

（学生の履修時間数（単位数）の概ね６割程度）数
学
・
生
物
学
・
化
学
・

教養教育

歯 科 医 師 と し て 求 め ら れ る 基 本 的 な 資 質

臨
床
実
習
開
始
前

（
Ｃ
Ｂ
Ｔ
（
知
識
）

態
度

臨
床
実
習
開
始
前

（
Ｃ
Ｂ
Ｔ
（
知
識
）

態
度

E
F

口腔外科系実習

地域医療

医療安全・感染予防

生命現象
の科学

各大学が理念に照らして設置する独自のもの(学生が自主的に選択できるプ グラ を含む）

７

D 歯科生体材料と歯科材

料・器械

C４ 病因と病態

E４ 歯科医療の展開

E３ 歯と歯周組織
の常態と疾患

床
歯
学
教
育

小児歯科実習

床
実
習情報の科学

人の行動と
心理

の常態と疾患

C５ 生体と薬物

科
医
師
国
家
試
験

科
医
師
国
家
試
験

物
理
学
・
語
学
教
育
な
ど

対人関
係能力

前
の
「
共
用
試
験
」

・
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｅ
（
技
能
・

度
）
）

前
の
「
共
用
試
験
」

・
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｅ
（
技
能
・

度
）
）

補綴系実習
(Cr-Br・有床義歯）

保存系実習
（修復･歯内・歯周）

矯正歯科実習

の科学

患者の
尊厳

医の
倫理

歯科医師
の責務

インフォームド
コンセント

安全性への配慮
と危機管理

生涯学習-研究
マインドの涵養A 基本事項

B 社会と歯学 B3予防と健康管理B1健康の概念 B2健康と社会、環境 B4易学・保健医療統計B4易学・保健医療統計 17
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歯学教育の質向上のための施策の方向性

①歯学教育の改善・充実に関するフォローアップ調査を実施
・「歯学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議第１次報告」を踏まえたフォローアップ調査（ヒ
アリング、実地調査）を実施（H22年度～）

・改善事項を指摘し、改善計画書の提出により改善を促進。改善計画の進捗状況について継続的に調
査（H23年度～）

②診療参加型臨床実習の充実を推進

改革目標 歯学教育の質向上のために実施すべき取組 成果・効果

平成24年12月11日
歯学教育の改善・充実に関する

調査研究協力者会議まとめ

１．歯学教育の質
向上

④多様な歯科医療ニーズに対応した歯科医師養成
・新たな歯科医療ニーズ（がん患者等への口腔ケア、スポーツ歯学、歯科法医学、チーム医療など）に
対応した歯科医師の養成
・大学改革推進等補助金「がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン」（H24～H28年度予定）
・法医学（歯科法医学を含む）に係る教育研究拠点の整備について検討（H24年度～）

③臨床実習相互評価の試行
・国立大学歯学部長・歯学部附属病院長会議において評価基準等を作成し、国公立大学で先行実施（
H２４年度～）

・文部科学省先導的大学改革推進委託事業により明示（H24.3）した診療参加型臨床実習の方略と評
価を踏まえた各大学の取組状況についてフォローアップ調査を実施（H25年度～）
・診療参加型臨床実習の定義に関する各大学の共通認識の形成（H24～定義の整理と周知）
・文部科学省主催「歯学教育指導者のためのワークショップ」開催（毎年度）

質の高い優れた
歯科医師の養
成

⑦歯学教育認証評価の試行
・大学改革推進等補助金「基礎・臨床を両輪とした医学教育改革によるグローバルな医師養成」事業に
より、歯学教育認証制度の基盤を構築（H24～H28年度予定）

一定水準以上
の教育の質を保
証

⑤臨床実習開始前の「共用試験」の充実
・臨床実習開始前の「共用試験（ＣＢＴ、ＯＳＣＥ）の合格ラインの最低基準（現在は各大学の判断）を設
定（又は各学部ごとの合否基準を公表）することについて検討

⑥各大学の教育活動等に関する情報を文部科学省ＨＰで公表
・文部科学省の調査や上記①②のフォローアップ調査等で収集した教育活動等の情報を文部科学省
ホームページで公表（H24年度～）

２．各大学歯学部
の教育活動等の公
表

３．歯学教育認証
評価の基盤構築

社会的評価を踏
まえた各大学の
自主的な改革を
促進

18

看護師を養成する大学は急速に増加
看護系大学数 平成４年：１４大学 → 平成２４年：２０３大学
看護系大学院数 平成４年： ５大学 → 平成２４年：１４１大学

看護教育を取り巻く現状

看護系大学数及び入学定員数の推移 看護系大学院数及び入学定員数の推移看護系大学数及び入学定員数の推移 看護系大学院数及び入学定員数の推移

63
74

84
89

96
104

143

166

178
188

194
203

119
127

156

80

100

120

140

160

180

200

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

大学数

入学定員

36
44

53
63

74
81

87

101
109

119
127

131
141

36
43 46

54
61 62

69

2,438

 
 

60

80

100

120

140

160

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

修士課程数 博士課程数

（人）
（人）

（大学院）

（大学）

14
21

30
40

46
52

0

20

40

60

H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

0

2,000

4,000

5 7 7 7 8
14

22
31

36

2 3 3 5 5 6 7 9 11 15 16 19
25

31
36

540

0

20

40

H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

0

500

（注） 平成１６年度以後の修士課程には、専門職大学院１大学院（入学定員４０
名）を含む。 大学院数については、複数の専攻を置く場合には、１の専攻を１大学
院として計上した。

２４年度 国立 公立 私立 合計

大学数 ４２ ４７ １１４ ２０３

入学定員数 ２，８９４ ３，６３４ １０，３４８ １６，８７６

19
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職種
合格者

（総数）

合格者

（新卒）
大卒合格者（総数）
（全体に占める大卒者の割合）

大卒合格者（新卒者）
（全体に占める大卒者の割合)

平成25年 国家試験合格状況

看護師

(101回)

50,224

【48,400】

48,413

【46,928】

13,913(29.7%)
【13,042(26.9%)】

13,640(29.9%)

【12,867(27.4%)】

保健師

(98回)

15,764

【13,555】

14,751

【12,963】

14,748(93.6%)

【12,780(94.3%)】

13,850(87.9%)

【12,224(94.3%)】

助産師

(95回)

2,072

【2,026】

1,987

【1,982】

658(31.8%)

【643(31.7%)】

629(31.7%)

【630(31.8%)】

※【】は平成24年の合格者数

（注）助産師の大卒合格者数には、大学院・大学専攻科卒者を含めていない。

20

◆看護系大学の急増、医療の高度化、医療・看護ニーズの変化・拡大

看護教育の課題と対応

○学士課程で学生が身につけるべき学習成果の明確化が求められている。

○社会環境の変化により 実習内容が制限されている

大学における看護教育の課題

○社会環境の変化により、実習内容が制限されている。

今後の看護系大学の人材養成の在り方を明確にし、教育の質を保証する必要性

○養成する人材像や習得すべき能力の明確化が不十分

○社会人受け入れ体制の整備等による教員の負担増や大学院に在学中の教員が多いなど、教員の質的、量的充実が課題

教育研究者養成の充実、高度専門職業人養成の質保証を推進する必要性

大学院における看護教育の課題

平成２１年３月に４年制大学における看護学教育の充実強化を図ることを目的に文部科学省に「大学における看護系人材養
成の在り方に関する検討会」を設置。平成２３年３月に検討会最終報告をとりまとめ。
【主な内容】

①実習施設の確保が困難となっている現状を踏まえ、従来より大学では看護師養成と併せて行うこととしてきた保健師養成
を、各大学が自身の教育理念・目標や社会のニーズに基づき、選択可能とする

②学士課程修了時に看護専門職者として修得すべきコアとなる能力とそのために必要な教育内容を示した「学士課程におい
てコアとなる看護実践応力と卒業時到達目標」を策定

21
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薬学系大学の人材養成の在り方に関する
専門的事項 について検討を行い、必要に応
じて報告をとりまとめる。

（１） 今後の社会的要請を踏まえた薬学教育の在り方について
（２） 薬学教育における臨床教育の充実と評価の在り方について
（３） 生命科学の進展を踏まえた研究開発等薬学系研究者養成の在り
方について

1．検討会の目的 ２．検討事項（課題）

３．開催状況
第1回（21年2月13日）

○自由討論
○市川 厚 （武庫川女子大学薬学部長）

４．委員

薬学系人材養成の在り方に関する検討会について

※◎座長、○副座長第2回（21年2月26日）
ヒアリング

第4回（21年3月23日）
第3回（21年3月10日）

薬学系大学院の在り方に 関する
論点整理（意見のとりまとめ）

第5回（21年10月16日）
○自由討論

○市川 厚 （武庫川女子大学薬学部長）

○井上 圭三 （帝京大学副学長）

生出泉太郎 （公益社団法人日本薬剤師会副会長）

太田 茂 （広島大学大学院医歯薬学総合研究科教授）

北澤 京子 （日経ＢＰ社 日経メディカル編集委員）

北田 光一 （一般社団法人日本病院薬剤師会長）

倉田 雅子 （納得して医療を選ぶ会事務局長）

高柳 元明 （東北薬科大学理事長・学長）

竹中 登一 （財団法人ヒューマンヘルスケア振興財団会長）

永井 博弌 （岐阜保健短期大学長）

第7回（23年5月10日）

○大学（学部）教育の在り方等について

○薬学教育モデル・コア

カリキュラム の見直しについて

第9回（23年6月27日）

○４年制博士課程教育の

○第一次報告（案）

第6回（22年3月1日）
○日本学術会議薬学委員会

の報告
○基礎データ等について

第8回（23年6月10日）

○ ４年制博士課程教育の基本的

考え方について

○質の高い入学者の確保について

第10回（23年12月13日）

○新制度の『大学院4年制博士課程』

における研究 教育などの状況に 永井 博弌 （岐阜保健短期大学長）

◎永井 良三 （自治医科大学長）

長野 哲雄 （東京大学大学院薬学系研究科教授）

橋田 充 （京都大学大学院薬学研究科教授）

平井みどり （神戸大学医学部附属病院薬剤部長・教授）

正木 治恵 （千葉大学大学院看護学研究科長）

村上 雅義 （公益財団法人先端医療振興財団常務理事）

望月 正隆 （東京理科大学薬学部教授）

望月 眞弓 （慶応義塾大学薬学部教授）

○４年制博士課程教育の

基本的考え方について

○質の高い入学者の確保について

第11回（24年3月19日）

○質の高い入学者の確保について

○今後の薬学教育モデル・コアカリ

キュラムの在り方について

における研究・教育などの状況に

関する自己点検・評価について

○質の高い入学者の確保について

○今後の薬学教育モデル・コアカリ

キュラムの在り方について

第12回（24年11月8日）

○質の高い入学者の確保について

○ ４年制博士課程のフォローについて

○今後の薬学教育モデル・コアカリ

キュラムの在り方について

○医療人養成としての薬学教育の

在り方について 22

薬学教育モデル・コアカリキュラム改訂に向けた考え
－基本的な資質に基づいたコアカリキュラムの改訂－

⑥薬物療法における実践的能力
⑦地域の保健・医療における実践的能力
⑧研究能力
⑨自己研鑽

①薬剤師としての心構え
②患者・生活者本位の視点
③コミュニケーション能力
④チーム医療への参画

薬剤師として求められる基本的な資質（案）

薬学教育モデル・コアカリキュラムの大項目
F 薬学臨床教育
G 薬学研究

A 基本事項
B 導入教育

C 薬学基礎教育
D 衛生薬学・社会薬学教育
E 医療薬学教育

⑨自己研鑽
⑩教育能力

④チ ム医療 の参画
⑤基礎的な科学力

薬学教育と実務実習モデル・コアカリキュラムの一本化

23・・・・・

SBO
ｓ
・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・

GIO

・・・・・

SBO
ｓ
・・・・・
・・・・・

GIO

・・・・・

SBO
ｓ
・・・・・
・・・・・

GIO

薬学教育モデル・コアカリキュラムの中項目
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薬学教育については、薬学教育の関係者や職能団体、企業の関係者
のみならず、薬学関係以外の者の参画も得つつ、早急に第三者評価
を実施するための体制が整備される必要があり、・・・（平成１６
年２月１８日 中央教育審議会答申）

平成16年2月

薬学教育評価（第三者評価）について

一般社団法人薬学教育評価機構設立 平成20年12月

トライアル評価 ３校 平成23年度

本評価開始

２４年度は３校。２５年度以降、７３大学が７年に一度

評価を受けられるよう、１年当たり１０校程度づつ実施。

今後のスケジュール 平成24年度～

24

２．地域の医師確保対策２０１２

25
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地域の医師確保対策2012
～医師のキャリア形成と社会構造の変化に対応した医師養成・確保の推進～

地域の医師確保のためには、文部科学省・厚生労働省の密接な連携の下、医師養成の現状や高齢化等の社会構造の変化を踏まえた取組が必要。このため、
医師のキャリア形成という視点に基づき、医師の偏在解消の取組、医師が活躍し続けられる環境整備及び医療需要の変化に対応した人材育成を行うととも
に、医学部定員の増を行う。あわせて、東日本大震災の被災地における医師確保の支援を行う。

医師養成の現状（これまでの医学部入学定員増）
医療施設に従事する医師は約28万人（毎年4千人程度増加）
平成20年以降、1,366人の増員を実施(増員前の1.18倍）
平成25年度末に最初の卒業生を輩出（臨床研修を開始）

超高齢社会への対応
複数疾病を抱える患者への対応、要介護者へ
の対応等、生活を支援する視点が必要
→対応した卒前・卒後の医師養成が必要

被災地の医師確保
もともと医師が少なく高齢化が進んでいた
地域が、東日本大震災により被災
→継続的な医師確保支援が必要

基本的な考え方基本的な考え方

背 景

地域間、診療科間の

偏在緩和

超高齢社会に対応した医療を担
う人材の養成

総合診療やチーム医療、在宅医療に関する
教育の充実、
総合的な診療能力を有する
医師の養成に関する検討等

医師が活躍し続けられる

環境整備

地域医療地域医療へのへの貢献貢献とと医師医師としてのとしてのキャリア形成キャリア形成のの両立両立
キャリア形成支援と一体となって医師不足地域の医師確保等を行う地域医療
支援センタ の活用 若手医師が地域医療に従事し 専門医等を取得で

女性医師等女性医師等の離職防止・復職支援の離職防止・復職支援
育児等との両立支援、復職トレーニング、
男性の意識改革やキャリア教育など

29歳頃～

37歳頃～

指導医約

20
年目

約

12
年目

専門医

指導医資格等の取得医
師
の
一
般

30歳頃～

40歳頃～

地域枠等による医学部定員増地域枠等による医学部定員増
卒後一定期間地域医療に従事することを条件に
した入試枠・奨学金による定員増（地域枠）

被災地のニーズを被災地のニーズを
踏まえた医学部定員増踏まえた医学部定員増

高齢化等の今後の医療需要に対応した

人材育成
医学部定員の増による

医師養成数の増

平成 年度末に最初 卒業 を輩出（臨床研修を開始）
→卒後地域で活躍できるキャリア形成支援、環境整備が重要

継続的な医師確保支援 要

方 策方 策
若手医師が都市部に集中する傾向
（高度・専門医療への指向 等）

出
産
・
育
児

医学部生の約３割が女性。
産婦人科・小児科を中心に、若手女性
医師が増加。

75歳以上の人口は、2005年から2025年ま

での20年間で、約２倍へと急増
都市部の病院に戻れなくなるのではな
いかという将来への不安 等

検討
支援センターの活用、若手医師が地域医療に従事しつつ、専門医等を取得で
きるように考慮した魅力ある研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの構築

チーム医療チーム医療の推進によるの推進による
勤務医等の負担軽減勤務医等の負担軽減
看護師・薬剤師等の
医療人材の養成等

18歳～

24歳～

26歳～

臨床研修

研修医

医師国家試験

大学院進学、
留学など

７
年目

９
年目

１
年目

医学部入学

臨床実習

専門医資格等の取得
般
的
な
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
例

18歳～

24歳～

26歳～26歳～

大学における地域復興の取組
の支援
災害医療教育の充実、
医師派遣や被災医師の雇用等

踏まえた医学部定員増踏まえた医学部定員増
大学設置基準における
定員の上限の見直し等

偏在解消偏在解消につながるにつながる誘導策や制度検討誘導策や制度検討
偏在解消も視野に入れた臨床研修制度、専
門医の在り方の検討
産科医療補償制度による救済

国際水準を踏まえた
医学教育の質保証制度

医学部の新設等については、社会保障
全体の在り方に関する検討や、これま
での定員増の効果の検証等を踏まえた
上で、引き続き検討。 数字は、医学部入学時から数えた年数

（入学時の年齢や途中の進路により一人一人異なる）
専門医取得に要する最低限の年数は科により異なる

地域医療を担う地域医療を担う意欲と能力意欲と能力を持つ医を持つ医
師の養成・確保師の養成・確保
医学部におけるキャリア教育、
地域の病院と連携した教育の充実等

平成25年度概算要求での対応、必要な制度的検討を行うとともに、大学や都道府県等の取組を促進

中核
病院

大
学
病
院

地域病院

後期研修医

初期研修医

医学部生

児
な
ど

中長期的な医師養成数中長期的な医師養成数
卒業者の動向把握、医師数の分布
等を踏まえ医師需給
の見通しについて継続的
に検証

26

○ 医師の養成数については、昭和57年及び平成9年の閣議決定により、入学定員を

7,625人まで抑制。

１．これまでの経緯

平成２５年度の医学部入学定員増平成２５年度の医学部入学定員増

7,625人まで抑制。

○ 近年の医師不足に対応するため、平成20年度より入学定員を増員し、平成24年度までに

8,991人まで増員（平成19年度比1,366人増）。

＜内訳＞

平成 年度は 医師不足が深刻な 県 医師養成総数が少ない 県等で計 人の増・ 平成２０年度は、医師不足が深刻な１０県、医師養成総数が少ない２県等で計１６８人の増

・ 平成２１年度は、全都道府県で計６９３名の増（過去最大程度までの増員）

・ 平成２２～２４年度は、地域の医師確保等の観点から、計３６０名（H22)、７７名（H23)、６８名（H24)の増

27
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○ 平成２５年度については、２２～２４年度と同様の枠組みで、地域の医師確保等の観点から、

緊急臨時的に次の枠組みの増を認める。

２．平成25年度の入学定員の増員の枠組み

１．地域医療への従事を条件とした奨学金、選抜枠の設定を行う大学の入学定員の増員
※自治医科大学の増員を含む （地域枠）

【２５年度増員数：１２大学、３９人増】

２．複数大学の連携により研究医養成の拠点を形成する大学の入学定員の増員（研究医枠）

【２５年度増員数：５大学、９人増】

３．歯学部入学定員を減員する大学についての医学部入学定員の増員（歯学部振替枠）

【２５年度増員数：１大学、２人増】
※ 平成25年度入学者から、十分な教育環境を整えることができる大学においては、現行

基準の上限の125名を超え140名まで定員増が可能。

8846
8 923

1,416人増
8,991 9,041

8846
8 923

1,416人増
8,991 9,041

平成３１年度までの間

（以降の取扱いは、その時点の医師養成数の将来見通しや定着状況を踏まえて判断）

増員期間

8486

7625

H20(年度）

7793
8280 8260

7640
(人数）

入学定員
の推移

抑制後
定員

医師確保
対策後
定員

7630

昭和57年
閣議決定後

S60-H10 H22

平成9年
閣議決定後

抑制後
定員

医師確保
対策後

定員

平成２１年
度の措置

8846

抑制後
定員

平成２２年
度の措置

H21

過去最大
定員

H11-14 H15-19S56-59

平成２３年
度の措置

8,923

H23

平成24年
度の措置

H24

平成25年
度の措置

H25

8486

7625

H20(年度）

7793
8280 8260

7640
(人数）

入学定員
の推移

抑制後
定員

医師確保
対策後
定員

7630

昭和57年
閣議決定後

S60-H10 H22

平成9年
閣議決定後

抑制後
定員

医師確保
対策後

定員

平成２１年
度の措置

8846

抑制後
定員

平成２２年
度の措置

H21

過去最大
定員

H11-14 H15-19S56-59

平成２３年
度の措置

8,923

H23

平成24年
度の措置

H24

平成25年
度の措置

H25

28

平成25年度医学部入学定員 各大学の増員計画数

１．地域枠 １２大学３９人
【国立大学】

弘前大学： ２人（青森県）
東北大学 １０人（宮城県）

【公立大学】
福島県立医科大学：５人（福島県）

【私立大学】

増員数：総計１７大学５０人
平成２４年度定員総数：８，９９１人 → 平成２５年度定員総数：９，０４１人
（平成１９年度比：１，４１６人増加）

東北大学：１０人（宮城県）
筑波大学： ２人（茨城県）
新潟大学： ２人（新潟県）
信州大学： ５人（長野県）
神戸大学： ２人（兵庫県）
広島大学： ３人（広島県）
香川大学： １人（香川県）

※ かっこ内は奨学金を負担する県

【私立大学】
岩手医科大学 ：３人（岩手県）
北里大学 ：２人（茨城県）
獨協医科大学 ：２人（栃木県）

２ 研究医枠 ５大学９人

29

２．研究医枠 ５大学９人
【国立大学】

東京医科歯科大学：１人
千葉大学 ：２人

【私立大学】
埼玉医科大学：１人
順天堂大学 ：３人
関西医科大学：２人

３．歯学部振替枠 １大学２人
【私立大学】
岩手医科大学：２人

※岩手医科大学は地域枠、歯学部振替枠合計で５名増
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３．平成２５年度 国公私立大学関係予算

30

【先進的医療イノベーション人材養成事業】
高度な教育・研究・診療機能を有する大学・大学病院における高質で戦略的な人材養成及び拠点を形成する。

○未来医療研究人材養成拠点形成事業（新規） 23億円（新規）

高度医療人材の養成と大学病院の機能強化

平成２５年度予定額：７７億円（７６億円）

注：（ ）の数値は、前年度予算額

【大学・大学院及び附属病院における人材養成機能強化事業】
基礎医学、チーム医療等を担う優れた高度専門医療人（医師、看護師等）を養成するための教育体制の充実を図る。

○基礎・臨床を両輪とした医学教育改革によるグローバルな医師養成 3億円（4億円）
○専門的看護師・薬剤師等医療人材養成事業 1億円（1億円）
○周産期医療に関わる専門的スタッフの養成 6億円（6億円）
○看護師の人材養成システムの確立 2億円（3億円）
○チーム医療推進のための大学病院職員の人材養成システムの確立 1億円（1億円）

○がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン 21億円（21億円）

【大学病院における医師等の勤務環境の改善のための人員の雇用】
深刻な医師不足等による地域医療の崩壊を防ぐため、地域医療の最後の砦である大学病院の機能を強化する。

○大学病院における医師等の勤務環境の改善のための人員の雇用 21億円（21億円）

※単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。
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先進的医療イノベーション人材養成事業

背景・課題

（平成２４年度予算額：２１億円）
平成２５年度予定額：４４億円

研究拠点形成費等補助金

○ 日本経済再生のため、医療関連分野におけるイノベーションの推進が求められている。また、超高齢社会への移行による
疾病構造や人口動態の変化と、それに伴う医療ニーズの変化に対応するため、新たな医療提供システムの構築が求めら
れている。

○ がんは、我が国の死因第一位であり、国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状から、「がん対策基本法」
が制定され 手術 放射線療法 化学療法その他のがん医療に携わる専門的な知識・技能を有する医師その他の医療従

【対応】

○ 高度な教育・研究・診療機能を有する大学・大学病院における高質で戦略的な人材養成及び拠点を形成

【内容】

○ 未来医療研究人材養成拠点形成事業（新規） 2,250,000千円

対応・内容

が制定され、手術、放射線療法、化学療法その他のがん医療に携わる専門的な知識 技能を有する医師その他の医療従
事者の育成が求められている。

○ これらの我が国が抱える様々な医療課題を解決し、国民に提供する医療水準を向上させるためには、大学における研究
マインドを持った次世代医療人材の養成が必要である。

◆地方自治体、公的研究機関、地域医療機関・医師会、他大学、民間企業等と連携の上、地域・社会の将来の医療状況

を見通した、長期的視野に立った人材養成システムを構築 （内訳）＠112,500千円 ×20件

○ がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン 2,100,000千円

◆複数の大学がそれぞれの個性や特色、得意分野を活かしながら相互に連携・補完して教育を活性化し、がん専門医療

人養成のための拠点を構築 （内訳）＠140,000千円 ×15件

政策目標

○ 我が国の医療水準の維持向上
○ 大学の地域医療・社会への貢献による将来の医療不安等の解消

32

課 題

先進的医療イノベーション人材養成事業
平成２５年度予定額：４４億円

対 応

我が国が抱える様々な医療課題を解決し、国民に提供する医
療水準を向上させるためには、大学における研究マインドを持っ
た次世代医療人材の養成が必要

左記の課題に対応するためには、高度な教
育・研究・診療機能を有する大学・大学病院
における高質で戦略的な人材養成及び拠点の
形成が必要我が国の喫緊の医療課題（先進医療、高齢者

医療 がん医療）

科学技術基本計画（H23.8.19閣議決定）（抄）
○我が国では世界で最も急速に高齢化が進行しており、今後ますます深刻となる
医療、介護の問題について、個人の人生観や死生観を尊重しつつ、その解決の方
策を見出すことが喫緊の課題

〇がん患者や高齢者の終末期における精神的、肉体的苦痛を取り除く緩和医療
に関する研究を推進

がん対策基本法（H18.6）（抄）
＜基本理念＞

◇未来医療研究人材養成拠点形成事業

平成２５年度予定額：２３億円（新規）

●メディカル・イノベーション人材の養成

●リサーチマインドを持った総合診療医の養成

医療、がん医療）

○がんに関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進、がんの予防、診断、治
療等に係る技術の向上

○がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく科学的知見に基づく適切な
がん医療を享受

○本人の意向を十分尊重してがんの治療方法等が選択されるようがん医療を提
供

＜専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成＞

○手術、放射線療法、化学療法その他のがん医療に携わる専門的な知識及び技
能を有する医師その他の医療従事者の養成

◇がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン
平成２５年度予定額：２１億円

●がんの先端研究や高度医療を担う専門医療人の
養成
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大学・大学病院 ●リサーチマインドを持った総合診療医
の養成●メディカル・イノベーション人材の養成

未来医療研究人材養成拠点形成事業

課
題

○日本経済再生のため、医療関連分野におけるイノベーションの推進が求められている
。

○超高齢社会への移行による疾病構造や人口動態の変化と、それに伴う医療ニーズの
変化に対応するため、新たな医療提供システムの構築が求められている。

対
応

○地方自治体、公的研究機関、地域医療機関・医師会、他大学、
民間企業等と連携の上、地域・社会の将来の医療状況を見通した
、長期的視野に立った人材養成システムを構築

※１０年、２０年先を見据えた人材養成

◇複数の疾患や問題を抱えている高齢者に対して効率的な医療を提供する
ため 臓器別 領域別ではなく 患者を幅広い視点で診ることができる総合診◇大学病院における診療業務の増加等に伴い 日本の医学研究の国際競争力が低下

平成２５年度予定額：２３億円（１．１億円×２０件）

医学部
医学博士

医学部

医学以外の学部

後期研修

医科学
修士

医学博士

研究の動機付け・導入教育

臨床実習

◇地域発のイノベーション創出（地域の医療特性を踏まえた研究等）を担う地域基盤型
イノベ シ ン人材の養成

初期研修

（工学、農学、情報、経済等）

＜研究開発の実践の場を活用＞

ため、臓器別・領域別ではなく、患者を幅広い視点で診ることができる総合診
療医の必要性が指摘されている。

しかし、高度医療を担う大学病院では、一般的な症例や診断前の患者を経
験することが困難。

◇大学病院における診療業務の増加等に伴い、日本の医学研究の国際競争力が低下

◇地域の医療機関等と連携し、高齢社会の医療を担う優れた医療人養成シ
ステムや医療機関間・多職種間の情報共有システムを構築

◇研究開発の実践の場（大学病院、公的研究機関、民間企業、海外機関等）の活用等に
よる研究指導システムの構築により、新たな治療法や医薬品、医療機器の開発を担うグ
ローバルなメディカル・イノベーション人材を養成

〈 大学病院 〉
臨床研究、治験、国際共同治験

〈 民間企業 〉
実用化に向けた開発研究

〈 海外の医療関連機関 〉
先進的な研究、海外治験

◇地域医療機関と連携した多様な患者（高齢者、初診患者等）の診察（地域
基盤型教育）
◇問診や身体所見、カンファレンス等を繰り返し実践し総合的な臨床推論能
力・診断能力（認知症の早期診断を含む）を涵養

成果 〇我が国の医療水準の維持向上 〇大学の地域医療・社会への貢献による将来の医療不安等の解消

地方自治体 地域医療機関・医師会等
他大学

イノベーション人材の養成
◇海外武者修行等による国際的に活躍できるグローバル型イノベーション人材の養成
◇境界領域の革新的な研究を担う分野融合型イノベーション人材の養成 等

●人材養成を強力に推進するための指導体制
強化

・若手医師や女性医師、地域医療人、外部機関の活用 等

地域医療人材養成のための事業運営協議会

力 診断能力（認知症の早期診断を含む）を涵養
◇高齢社会に伴う医療ニーズや行政的課題の解決に向けたリサーチマイン
ドを持った人材養成
◇多職種協働実習等により、地域包括ケアのリーダーシップがとれる能力を
涵養
◇定型的な対応でなく、真に患者・家族を理解・尊重した全人的医療ができ
る能力を涵養
◇総合診療、在宅医療（在宅看取りを含む）、全人的医療を教育できる優れ
た指導医の養成 等
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がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン

本事業では 複数の大学がそれぞれの個性や特色 得意分野を活かしながら相互に連携 補完して教育を活性化し

がんは、わが国の死因第一位の疾患であり、国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状から、「がん対策基
本法」が制定（H19.4施行）。

この基本法の中で、手術、放射線療法、化学療法その他のがん医療に携わる専門的な知識・技能を有する医師その他の
医療従事者の育成が求められている。

平成２５年度予定額：２１億円

対応策

課 題

・本事業では、複数の大学がそれぞれの個性や特色、得意分野を活かしながら相互に連携・補完して教育を活性化し、
がん専門医療人養成のための拠点を構築する。

連携・
補完

※１ 各大学は、下記の①～③のいずれかに該当するコースを開設。
＜連携のイメージ（例）＞

C大学
gコース

A大学
dコース
eコース

B大学
fコース

②がん教育改革によるがん専門医療人養成に重点を置くコー
ス
従来とは異なる教育手法の導入等の教育改革により、がんに関する国際的な視野を持った指導者や臨床現場で

のリ ダ をはじめとした 優れたがん専門医療人の養成を主目的とするコ ス

①がん研究者養成に重点を置くコース
将来、がんに関する新たな診断・治療法や看護法、医薬品・医療機器の開発研究等を担う、高度な研究能力を有

するがん研究者の養成を主目的とするコース。

【取組例】海外の機関との国際連携教育、MD-Ph.Dコースによる学部・大学院一貫がん教育、製薬企業や理工系
大学院等との連携教育、などを導入したコース

連携・
補完

※２ コーディネーターを配置し、他大学・
他学部・地域医療機関・製薬企業等と
の調整を行う。

※３ 支援期間（５年間）終了後も、恒常
的に事業を実施できる体制基盤を確立
する。

・高度ながん研究、がん医療等を実践できる優れたがん専門医療人を育成し、わが国のがん医療の向上を推進

のリーダーをはじめとした、優れたがん専門医療人の養成を主目的とするコース。

【取組例】多職種連携教育、初期研修と大学院の両立、連携大学との単位互換、全国規模のE-learning、などを導
入したコース

③地域がん医療に貢献するがん専門医療人養成に重点を置く
コース
地域医療機関との連携等により、地域のがん医療の質向上や医師等の確保など、地域がん医療に貢献する優れ

たがん専門医療人の養成を主目的とするコース。

【取組例】医師等不足地域での研修、がん在宅医療研修、地域医療人の生涯教育、地域の休業中医師・看護師
等の復帰教育、地域に定着するための教育上の工夫、 などを導入したコース

連携・補完

成 果 35
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大学・大学院及び附属病院における人材養成機能強化事業

背景・課題

対応 内容

（平成２４年度予算額：２５億円）
平成２５年度予定額：１３億円

大学改革推進等補助金
○ 基礎医学研究に進む医師が減少し、将来の我が国の医学教育・研究の質の低下が懸念。
○ 日本の医学生の臨床実習は諸外国に比べ、実習期間が短く、診療参加の度合いが低い。
○ 医師不足や医療の高度化を背景に、医療の効果的、効率的な提供を目的とするチーム医療の推進が医療全体の課題。

【対応】
○ 基礎医学、チーム医療等を担う優れた高度専門医療人（医師、看護師等）を養成するための教育体制の充実を図る。

【内容】
○ 基礎・臨床を両輪とした医学教育改革によるグローバルな医師養成 324,000千円

◆医学・医療の高度化の基盤を担う基礎研究医の養成 ＠18,000千円 ×10件
◆グローバルな医学教育認証に対応した診療参加型臨床実習の充実 ＠9,540千円 ×10件
◆医学・歯学教育認証制度等の実施 （医) ＠32,400千円 ×1件 ,(歯) ＠16,200千円 ×1件

○ 専門的看護師・薬剤師等医療人材養成事業 78,078千円
◆高度な実践能力を備えた質の高い看護専門職の養成 ＠5,035千円 ×6件,＠6,118千円 ×1件

対応・内容

◆実務実習指導薬剤師の育成を通じての臨床能力に優れた薬剤師の養成 ＠4,750千円 ×5件
◆看護系大学教員養成機能強化事業 ＠18,000千円 ×1件

○ 周産期医療に関わる専門的スタッフの養成 ＠30,780千円 ×18件＝ 554,040千円
○ 看護師の人材養成システムの確立 ＠19,238千円 ×12件＝ 230,850千円
○ チーム医療推進のための大学病院職員の人材養成システムの確立 ＠12,240千円 ×8件＝ 97,920千円

政策目標

○ 社会ニーズに対応した優れた専門医療人の養成
○ 医療の安全確保や質の向上を図るための大学病院の体制強化
○ 医療関連職種の活用促進・役割拡大 36


